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1．はじめに
　本稿は，筆者が平成14年度に参加したグローバル・プランド管理に関する2つの定量調査に基づ
き，グローバル・ブラソド管理の新たな研究課題を明らかにすることを目的とする。本稿では以下の
ように考察を進める。まず2つの定量調査の基礎となる製品ブランド管理論およびグローバル・ブ
ラソド管理論の既存研究を概観し，次に調査結果について産業類型（耐久／非耐久消費財産業）およ
び企業国籍（日本／欧米企業）による一般性・特殊性を示し，最後にそれらによって新たに明らかに
なった諸傾向を基にグローバル・ブラソド管理の研究課題を提示する。
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2．　グローバル・ブランド管理の既存研究
　ブラソドとは競合企業およびその製品と差別化される要素として，様々な利害関係者に肯定的に評
価された企業および製品の名称であり，またブランド管理とはある企業が様々な利害関係者に対して
おこなう，企業および製品評価の維持・増進諸活動である（井上2001，2002）。
　ブランド管理は図表1のように分類することができる。まずブラソド管理は大きく企業ブラソド
管理と製品ブランド管理に区別される。企業ブラソド管理は株式時価総額と有形資産価値総額の差額
極大化を目的とし（Barwise　1993，　Sheppard　1994，白石1997，伊藤2000，伊丹2001），製品ブ
ランド管理は製品の観念的差別化を目的とする（Aaker　1991，1996，　Aaker　and　Joachimsthaler　2000，
Keller　1993，1998，田中1996，1997，陶山1994，1998，陶山／梅本2000）。
　また近年では，多くの多国籍企業が多様化・広域化した諸事業を意図的に統制するためグローバ
ル・ブランド管理に取り組みつつあることから，製品ブランド管理はさらに国内のみでおこなわれる
製品ブランド管理とグローバル・ブランド管理に細分化できる。ただし一言でグローバル・ブラソド
管理といっても2つの解釈が成り立つ。1つは「グローバルな製品ブランド管理」であり，それはロ
ーカル・ブラソド，リージョナル・ブランド，およびグローバル・ブラソドのすべてに関する製品ブ
ランド管理である。もう1つは「グローバル・ブラソドの管理」であり，それはグローバル・ブラ
ンドのみに関する製品ブランド管理である。本稿ではさしあたりグローバル・ブラソドを「主要先進
国に市場導入され，海外売上高比率が高く，世界の様々な利害関係者に肯定的に評価された製品の名
称」と規定し，後者の解釈をグローバル・ブランド管理とすることにしたい。企業ブランド管理につ
いてはすでに井上（2001）で検討していることから，ここでは製品ブラソド管理とその1領域であ
るグローバル・ブラソド管理についてそれぞれの既存研究を概観する。
図表1　ブランド管理の分類
ブランド管理
企業ブランド管理
製品ブランド管理
国内セの製品ブランド管理
グローバルな製品ブランド管理
ローカル・ブランドの管理
リージョナル・ブランドの管理
グローバル・ブランドの管理
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　（1）製品ブランド管理論
　一般に，製品ブラソド管理は「最終消費者に対する適切なコミュニケーション政策によって，当該
製品に対する彼らの肯定的評価を維持・増進させる企業行動」と理解されており，製品名称付与（い
わゆるブランディング）や広告表現といったコミュニケーショソ技術面の諸問題が議論の中心となっ
ている。たとえば新製品ブラソド構築の場合，それに関わる4つの困難，すなわち新製品プランド
構築にかかる期間の長さ（オリバー1993），既存製品ブラソドと比較した場合の多額の投資
（Brown　1985），既存製品ブラソドとの対立（Tauber　1988），および新製品ブランドの脆弱性（Kap－
ferer　1992）を克服するため，新製品ブラソドを既存製品ブラソドの傘下に置き，共通の製品名称や
広告表現を活用することが有効であるとされている。
　ところが近年ではブランディソグや広告表現以外の分野でも注目すぺき研究がおこなわれている。
　第1に，ブランド管理組織研究である。1980年代までは「ブラソド・マネジャー制度」による製
品ブランド管理体制構築が主要な課題であった（Low　and　Fullerton　1994，　Aaker　and　Joachimsthaler
2000）。ブラソド・マネジャーは当該製品ブランドに対するマーケティソグ活動全般の統制者であ
り，マーケティソグ計画の策定および実行責任者であるが，ブランド・マネジャーの不適切な製品プ
ランド管理が新製品ブランドの構築のみならず既存製品ブラソドの地位までも脅かすことがあった
（Aaker　1991，　Low　and　Fullerton　1994，石井1995）。その点でブラソド・マネジャー制度は限界を有
しているといえる。近年ではブランド・マネジャー制度の反省から多くの企業で「ブラソド管理組織」
を設立する傾向がみられる（図表2参照）。つまり現代の製品ブラソド管理においては，ブランド管
理者による個人的管理からブラソド管理組織による組織的管理へと移行しつつあることを示唆してい
る。ただし，ブランド管理組織による製品ブランド管理の内容およびプロセスについて実証研究はい
まだおこなわれていない。
　第2に，製品ブラソド管理論の批判的研究である。たとえば福田（2001）や経済産業省企業法制
研究会（2002）の定量調査では，製品ブラソド管理内容についてコミュニケーション技術面のみを
強調する従来の見解とは異なる傾向が示されている。まず福田（2001）の定量調査によると，日本
企業163社でブランド・マネジャー制を採用する企業45社のうち15社がブラソド・マネジャー制採用
の最重要理由を「製品開発一生産一販売に至る一貫した管理」であると回答している。また経済産業
省企業法制研究会（2002）の定量調査によると，「自社のブランド・イメージを構成する要素は何か」
という質問に対して「安全性，高品質，機能性」といった製品の機能的差別性に関わる項目への回答
が観念的差別性に関わるコミュニケーション項目よりも多く，また「ブランド・イメージを創出し，
支えている無形項目は何か」という質問に対しても「技術開発力，コスト削減力，経営者の能力，商
品開発力，サービスカ」といった企業行動全般に関わる項目への回答がコミュニケーショソ政策に関
わる項目よりも多かった。これらの調査結果からも実際の製品ブランド管理はコミュニケーション政
策に限定されていないことがわかる。また，製造企業を製品ブラソド管理主体とした場合の管理内容
として外部組織（供給企業や流通企業など）への関与を指摘する研究もあるω（井上2002）。したが
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図表2　プランド管理組織設立状況
企　　業 ブラソド管理組織 設立年
松下電器産業 全松下ブランド委員会 1997年
ソニー ブラソドマネジメントグループ 1997年
パイオニア プラソドマネージメソトグループ 1998年
京セラ ブラソド推進部 2000年
キヤノソ コーポレートブランド管理専門委員会 2000年
富士通 コーポレートブラソド室 2000年
電機機械 日本電気 コーポレート・コミュニケーション部 2000年
沖電気 コーポレートブランド室 2001年
東芝 ブランド推進部 2002年
日立製作所 ブランド戦略室 2002年
三菱電機 ブランド推進グループ 2002年
シャープ ブランド戦略室 2002年
ケソウッド ブランド推進グループ 2002年
日産自動車 ブランドマネジメソトステアリソグコミッティ 1998年
シマノ ブランドマネージメソト室 1998年
輸送機械 三菱自動車工業с}ハ発動機
ブランド部
uラソド推進室
1999年
P999年
本田技研工業 経営企画部・ブランド推進室 2000年
富士重工業 スパル戦略本部・事業戦略室 2001年
食　　品 味の素
Lッコーマソ
経営・情報企画部
o営企画部
1999年
m．A．
カネボウ グローバルブランドグループ 2000年
日用品 サンスター ブランドマネジメソトグループ 2000年
資生堂 コーポレートコミュニケーショソ本部 2001年
（注）　筆者ピアリソグにより作成。
って，製品ブランド管理論ではコミュニケーショソ政策以外の管理内容およびプロセスについても内
在的な研究をおこなう必要があると考えられる。
　上記2つの新たな研究領域から導出される課題は，ブラソド管理組織が自社の職能諸部門（R＆
D部門，製品開発部門，生産部門，流通部門，コミュニケーション部門）あるいは外部組織に対し
ていかなる管理内容を有し，いかなる管理プロセスをとるのかを実証的に明らかにすることであると
いえよう（図表3参照）。
　②　ゲローバル・ブランド管理論
　1990年代初頭以降，グローバル・ブラソド管理についてはいくつかの研究成果が残されている（2）
（Riesenbeck　and　Freeling　1991，　De　Chernatony　et　al．1995，　Kapferer　1997，　Keller　1998，　Aaker　and
Joachimsthaler　2000，田中ら1998，小林2001）。これらの既存研究に共通する2つの論点として，
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図表3　ブランド管理組織の管理範囲
（注）太い矢印はブラソド管理組織による職能諸部門への直接的関与を表わし，細い矢印は職能諸部門による外
　　部組織への直接的関与，あるいはブラソド管理組織による間接的関与を表わす。
（出典）井上（2002，470頁）を修正して作成。
「親会社と現地子会社との関係（いわゆる親子関係）」と「グローバル・ブランド管理内容の世界標準
化・現地適合化」が挙げられる。両者ともグローバル・ブラソド管理内容における親子間の意思決定
権限分担に関わる。またこれらの点は隣接領域である国際経営論や国際マーケティング論において古
くから議論されてきたことから，それらに基づいて検討することにしよう。
　第1に，親子関係である。親子関係の決定要因としては，親会社の現地子会社に対するポリシー（3）
（Perlmutter　1969）や組織構造（4）（Bartlett　and　Ghoshal　1989，　Stopford　and　Wells　1972）が指摘され
ている。パールミュッター（Perlmutter　1969）は経営者の意識によって現地子会社に対する経営資
源配分や意思決定権限分担が異なることを示唆しており，またストップフォード／ウ土ルズ（Stop－
ford　and　Wells　1972）は製品多角化度と海外売上高比率の高低によって海外事業部の役割や採用すべ
き組織構造（製品事業部，地域事業部，あるいはグローバル・マトリックス組織）が異なるとしてい
る。さらに親会社／現地子会社以外の意思決定主体として地域統括本社の重要性を指摘する研究もあ
る（安室1992，森1995，林1995）。地域統括本社は親会社から多くの意思決定権限を委譲されて
上位の戦略的意思決定以外を処理することが多くなっている。たとえば森（1995，83頁）は欧米亜
に進出している日本企業490社に対して定量調査をおこない，回答企業115社のうち「地域統括本社
を設置している」と回答した43社に対しその成果面について質問している。それによると，成果を
得た要因として「経営諸活動の連結による経済効果が得られたため」「地域統括本社に大幅な意思決
定権限の委譲がなされたため」「地域経済圏に対する窓口ができたため」といった項目に多くの回答
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がなされている。グローバル・ブランド管理における意思決定権限分担を検証するにあたっては，意
思決定主体に親会社／現地子会社のみならず地域統括本社も含めた，いわゆる「世界多極組織」の実
態を検証する必要がある。
　第2に，グローバル・ブラソド管理内容の世界標準化・現地適合化である。国際マーケティソグ
論における標準化決定要因研究では，環境要因を重視する見解（Cateora　and　Keaveny　1987，小坂
1997）と企業要因を重視する見解（5）（Sorenson　and　Wiechmann　1975，大石1996，諸上1997，
2000）がある。前者についてカトーラ／キーベニー（Cateora　and　Keaveny　1987）は，国際マーケテ
ィングに影響を与える要因として統制可能要因（マーケティソグ・プログラム）と統制不可能要因
（外部環境）を挙げている。統制不可能要因は，国内環境（法律，政府，政治，競争）と国外環境
（法律，政府，政治，経済，競争，技術，文化）に区分され，このような統制不可能要因に対応する
ことが国際マーケティングであるとしている。また小坂（1997）は，国際マーケティングの環境構
造と戦略との関係を明らかにするために環境要因を経済，技術，人口統計，文化，自然，政治の6
つに分類し，このうち共通性要因（経済・技術・人口統計要因）が国際マーケティソグの標準化を要
求すると主張している。一方，後者について大石（1996）は，国際マーケティソグを意思決定プロ
グラムおよびプロセスの両面から把握し，これらの世界標準化に大きく影響を与えるのは企業要因と
製品／産業要因であると主張している。企業要因には競争優位の所在，戦略・志向，国際化度，組織
（親子関係）が含まれ，また製品／産業要因には製品特性と産業特性に関する諸要素が含まれる。また
諸上（1997，2000）も，環境要因のみに立脚する分析枠組では同一産業における個別企業間の世界
標準化度の相違が説明できないとして企業要因を重視した実証研究を行っている。
　グローバル・ブランド管理論においては製品ブラソド管理論の課題すなわちブランド管理組織が
職能諸部門および外部組織に及ぼす影響の検証に加えて，企業要因（親子関係を含む）や製品／産業
要因，環境要因も考慮に入れる必要があると考えられる。具体的には，親会社／地域統括本社のブラ
ンド管理組織が現地子会社あるいは当該国の外部組織に対して製品ブランド管理をおこなう際，いか
なる管理内容を有し，いかなる管理プロセスをとり，企業要因あるいは環境要因のどちらの影響を強
く受けるのがということを実証的に明らかにする必要があるということである。
　上記の既存研究から，グローバル・ブラソド管理は企業内／企業間，国内／国際という2つの分析
視角に応じて図表4のように，①親会社内の職能諸部門に対するグローバル・ブラソド管理，②親
会社・地域統括本社・現地子会社間におけるグローバル・ブラソド管理，③国内の外部組織に対する
図表4　グローバル・ブランド管理の4類型
企業内
企業間
①親会社内の職能諸部門に対するグローバル・②親会社・地域統括本社・現地子会社間におけ
　ブラソド管理　　　　　　　　　　　　　　　　るグローバル・ブランド管理
③国内の外部組織に対するグローバル・ブラソ④国外の外部組織に対するグローバル・ブラン
　ド管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　ド管理
? ? ?
際
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グローバル・ブランド管理，および④国外の外部組織に対するグローバル・ブラソド管理の4つに
類型化することができよう。次節ではこのうち①②③についておこなった2つの定量調査の結果を
示す。なお③ではコミュニケーショソ部門と広告会社との協働を一例として，管理主体となる企業と
外部組織との企業間関係におけるブランド管理組織の影響を検証している。また④については別稿に
譲ることとしたい。
　第1調査は平成14年度吉田秀雄記念事業財団助成研究において実施された，井上／田中（2003）
「グローバル・ブランド管理の実態調査」であり，それは国際経営における企業戦略と特定製品ブラ
ンドのグローバル・ブランド管理との関係に注目している。第2調査は平成14年度に明治大学経営
学部・大石芳裕教授を中心とする研究プロジェクトにおいて実施された，「グローバルでのプランド
管理と広告に関するアソケート」であり，それは特定製品ブランドのグローバル・ブラソド管理と
マーケティソグ・プログラムの1つであるコミュニケーション政策との関係に注目している。
3．　グローバル・ブランド管理の定量調査
　（1）第1調査
　調査対象は，フォーチュン誌『グローバル500CD－ROM版』に収録されている産業から軍事・航
空・サービス・小売・卸売産業を除き，さらに国内企業について産業ごとにいくつかの主要企業を付
加した，日欧米亜製造企業の親会社・現地子会社のべ684社（在欧米268社，在日407社，在亜9社）
である。回答者は製品ブランド管理担当責任者である（企業ごとにグローバル・ブランド3つを特定）。
したがって，本調査の集計はグローバル・ブランド単位でおこなわれていることに留意されたい。
　有効回答は2003年3月10日現在で47票（回収率5．4％）であるが，この回収率は在欧米企業（欧米
企業親会社および日本企業欧米子会社）への発送分を包含した数値である。在欧米企業からの回答は
欧米企業親会社からの10票のみであるため，これを除外した在日企業（日本企業親会社と欧米企業
日本子会社）からの回答分37票で分析をおこなっている（回収率9．1％）。回答の業種別内訳は図表5
に示されている。通常，国際比較は親会社同士でおこなうものとされるが，本調査では親会社が中央
集権的に統制することが困難な流通政策やコミュニケーション政策についての質問項目を含んでいる
ため，日本におけるグローバル・ブランド管理の実態を把握するにはむしろ日本企業親会社と欧米企
業日本子会社との比較が適切であると思われる。
　この調査は大きく「国際経営項目」と「グローバル・ブランド管理項目」で構成されている。前者
は国際経営論の既存研究に基づく質問諸項目（国際的企業戦略，全社的組織構造など）が含まれてお
り，後者は製品ブランド管理論，グローバル・ブラソド管理論，および国際マーケティング論に基づ
く質問諸項目（グローバル・ブランド管理における組織体制，意思決定所在，親会社の管理内容，管
理内容の世界標準化度，外部環境に対する認識）が含まれている。図表6は国際経営／グローバル・
ブラソド管理項目における産業類型／企業国籍別傾向の一覧である。以下ではまず国際経営項目にお
ける調査結果を示し，次にグローバル・ブラソド管理項目における調査結果を示す。
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図表5　第1調査における回答の業種別内訳（N＝37）
非耐久消費財産業 耐久消費財産業
産　業 日本企業親会社 欧米企業日本子会社 産　業 日本企業親会社 欧米企業日本子会社
飲料 6 2 自動車 2 3
食　品 1 5 電気機械 8 1
製　薬 0 2 P　C 3 1
日用品 2 0 通信機器 0 0
化　学 0 1
紙製品 0 0
たばこ 0 0
石油精製 0 0
9 10 13　　　　　　　　　　5
合　計
19（51．4％）
合　計
18（48．6％）
単位：グローバル・ブラソド
　まず国際経営項目における産業類型間の一般性として次の2点が挙げられる。第1に，世界多極
組織採用傾向である。すなわち，両産業類型とも製品カテゴリー数が多く（10以上），海外売上高比
率も高い（70％以上）にもかかわらず，地域ごとの統一性を高めるためグローバル・マトリックス
組織を採用せずに世界多極組織を採用する傾向が強いことを示している。ただし耐久消費財産業では
海外売上高比率がそれほど高くない（30～50％）製品ブランドもあるため，その場合には製品事業
部制を採用するという特殊性もみられる。第2に，特定競争優位源泉の重視傾向である。すなわ
ち，両産業類型とも価値連鎖上において製品開発やコミュニケーション政策をR＆D，生産，流通
政策よりもやや重視する傾向にあるということである。
　また同項目における企業国籍間比較では，一般性よりも価値連鎖上の重視点に対する意識差の点で
特殊性のほうが顕著である。つまり日本企業は企業行動全般（R＆D，製品開発，生産，流通政策，
コミュニケーション政策）を競争優位源泉と認識しているのに対し，後者は製品開発とコミュニケー
ション政策に重点を絞る傾向にあるということである。この点は日本／欧米企業間におけるグローバ
ル・ブラソド管理の差異を形成する1つの特徴であるといえよう。
　次にグローバル・ブランド管理項目における産業類型間の一般性についてみると，グローバル・ブ
ラソド管理における意思決定所在，意思決定内容，および意思決定内容の世界標準化度については産
業類型間でほぼ同様の傾向がみられる。その一方でグローバル・ブラソド管理体制については傾向が
大きく異なる。つまり，非耐久消費財産業では既存部門（広報部や既存事業部など）を援用するのに
対し，耐久消費財産業ではブランド管理組織を新規に設置する傾向がみられるということである。ま
た耐久消費財産業ではブランド・ポジショニングに対して親会社が主体的に関与し，その世界標準化
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図表6　第1調査における産業類型！企業国籍別傾向
質問項目頬型 質問項目 耐久消費財産業 非耐久消費財産業 日本企業親会社 欧米企業日本子会社
国際的企業戦略 グローバル戦略（17，N＝18） グローバル戦略（10，N＝16） グローバル戦略（14，N冨19） グローバル靭洛（13，N＝15）
製品カテゴリー 10以上（11，N＝18） 10以上（10，N冒19） 10以上（14，N＝22） 10以上（7，N冨15）
海外売上高比率 30～50％（6，N＝18） 70％以上（9，N；16） 分散（N；19） 70％以上（12，N＝15）
70％以上（7）
国際経営項目 全社的組織構造 製品事業部制（8，N＝18） 世界多極組織（6，N＝16） 製品事業部制（9，N冨19） 世界多極組織（9，N＝15）
世界多極組織（7） 世界多極組織（5）
海外子会社設立 40～50年（9，N＝18） 50年以上（7，N冨16） 40～50年（9，N＝19）50年以上（9，N＝15）
年数
価値連鎖上の重 製品開発（L76） 製品開発（1．68） 全般 製品開発（1．43）
視点 コミュニケーショソ政策 コミュニケーション政策 コミュニケーション政策
（1．47） （1．79） （1．71）
グローバル・ブ ブラソド管理組織を設置 既存部門で対応（9，N；19）管理者・管理組織不設置 既存部門で対応（8，N＝15）
ランド管理体制 （10，N；18） （6，N＝22）ブランド管理組織を設置
ブラソド管理組織を設置 （5）
（10）
グローバル・ブ 親会社が基本的管理内容を 親会社が基本的管理内容を 親会社が基本的管理内容を 親会社が全ての管理内容を
ランド管理にお 意思決定，残りを現地子会 意思決定，残りを現地子会 意思決定，残りを現地子会 意思決定（4，N富15）
ける意思決定所 社が意思決定（7，N＝18） 社が意思決定（10，N；19） 社が意思決定（12，N冒22）親会社が基本的管理内容を在 親会社が基本的内容を意思 親会社が基本的内容を意思 親会社が基本的内容を意思 意思決定，残りを現地子会
決定，残りを親子間で共同 決定，残りを親子間で共同 決定，残りを親子間で共同 社が意思決定（5）
意思決定（8） 意思決定（7） 意思決定（9） 親会社が基本的内容を意思
決定，残りを親子間で共同
意思決定（6）
グローバル・ブ 製品ブランドの基本コソセ 製品ブラソドの基本コンセ 製品ブランドの基本コソセ 製品ブランドの基本コンセ
ランド管理にお ブト（17） ブト（19） プト（21） ブト（15）
ける親会社の意
v決定内容 ネーム・ロゴ・シンボル@　　　　　　　　（18）
ネーム・ロゴ・シンボル
@　　　　　　　　（19）
ネーム・ロゴ・シンポル
@　　　　　　　　（22）
ネーム・ロゴ・シンボル
@　　　　　　　　（15）
ブランド・ポジショこング 製品の基幹技術（10） ブラソド・ポジショニソグ 製品の基幹技術（9）
（12） 製品のデザイソ・形状・色 （13） 製品のデザイン・形状・色
製品の基幹技術（12） （11） 製品の基幹技術（13） （10）
製品を構成する部品や成分 広告の基本テーマ（10） 製品のデザイン・形状・色 広告の基本テーマ（10）
（9） （15）
製品のデザイン・形状・色 広告表現（13）
（14）
広告の基本テーマ（9）
グローバル・ブ 高： 高： 高： 高：
グローバル・ブ
宴¥ド管理項目
ラソド管理内容
ﾌ世界標準化度 製品ブラソドの基本コソセvト［L50］
lーム・ロゴ・シンボル
製品ブラソドの基本コンセ
vト［1．42］
lーム・ロゴ・シンボル
製品ブランドの基本コンセ
vト［1．59］
lーム・ロゴ・シンボル
製品ブランドの基本コンセ
vト［1．27］
lーム・ロゴ・シンポル
［1．83］ ［1．63］ ［1．73］ ［1．73］
プランド・ポジショニング 製品の基幹技術［1．16］ 製品の基幹技術［L36］ 製品の基幹技術［LO7］
　　　　　　　　　［0．89］
ｻ品の基幹技術［L33］ 低： 低：
製品のデザイソ・形状・色
@　　　　　　　［1．20］
低：
ｬ売価格［－0，89］
c業部門の役割や販売方法
@　　　　　　　卜1．06］
Zールスプロモーションの
菇@［－1．22］
L告媒体［－1．33］
小売価格［－L47］
c業部門の役割や販売方法
@　　　　　　　［－1．58］
Zールスプロモーションの
菇@［－1．68］
L告媒体［－L42］
W的とする布場ターゲット
@　　　　　　　［－LOO］
小売価格［－1．09］
c業部門の役割や販売方法
@　　　　　　　［－1．00］
Zールスプロモーションの
菇@［－L18］
L告媒体［－L27］
低：
ｬ売価格［－1．33］
c業部門の役割や販売方法
@　　　　　　　［－L80］
Zールスプロモーションの
菇@［－1．87］
L告媒体［－L53］
W的とする市場ターゲット
［－0．93］
外部環境に対す あてはまる： あてはまる： あてはまる： あてはまる：
る認識 最終消費者の要求厳格化 最終消費者の要求厳格化 最終消費者の要求厳格化 最終消費者の要求厳格化
［1．28］ ［1．16］ ［1．32］ ［1，07］
急激な市場環境変化［1．22］ 急激な市場環境変化［1．11］ 急激な市場環境変化［L32］製品ライフサイクル短縮化
製品ライフサイクル短縮化 製品ライフサイクル短縮化 製品ライフサイクル短縮化 傾向［L20］
傾向［1．22］ 傾向［1．00］ 傾向［1．05］ 費用削減競争の激化〔L60］
費用削減競争の激化［1．83］ 費用削減競争の激化［1．42］費用削減競争の激化［1．64ユ価格競争の激化［1．67］
価格競争の激化［1．83］ 価格競争の激化［1．47］ 価格競争の激化［1．64］ 先進的技術の必要性［L47］
先進的技術の必要性［1．78］ 先進的技術の必要性［1．18］
ｬ売企業との取引条件厳格
ｻ［L23］
あてはまらない：
s場の同質化傾向［－1．13］
関税同盟による経済制度の
相違解消［－1．07］
（注1）（）は回答数とサンプル数を表わす。傾向の導出は基本的にサンプルの過半数以上を基準としている。例外として，回答がいくつかの級に
　　　分散している場合は過半数以下でも傾向としてとらえている。また［］は「価値連鎖上の重視点」および「外部環境に対する認識」項目
　　　における各回答の加重平均値である（5点尺度で重み付けは一2から2まで）。
（注2）無効回答による欠測値のため，質問項目によってサンプル数が異なる。
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度が高い傾向がみられる。その理由として，耐久消費財産業は国際寡占競争下にあり多くの国々で同
一の競争者が存在するため，各国現地子会社によるブランド・ポジショニング変更を親会社が許容し
ないことが考えられる。さらに製品を構成する部品や成分について親会社の統制が強い傾向にあるの
も，耐久消費財産業が国際寡占競争下にあり非耐久消費財産業よりも先進的技術を必要とする競争環
境に置かれているためであるといえよう。
　また同項目における企業国籍間比較では，ほとんどの質問項目でほぼ同様の傾向がみられるものの
以下3つの点で特殊性も浮き彫りになっている。第1に，一部の日本企業はブランド管理者および
管理組織を設置しておらず，グローバル・ブラソド管理に対する重要度の認識において欧米企業より
も後進的な側面を有している。第2に，一部の欧米企業はグローバル・ブラソド管理内容全般で親
会社が主体的に意思決定をおこなっており，日本企業よりも中央集権的性格を有する。第3に，日
本企業はプラソド・ポジショニングや広告表現について欧米企業よりも親会社の統制が強い傾向にあ
り，欧米企業は広告の基本テーマについて日本企業よりも親会社の統制が強い傾向にある。つまり，
日本企業のほうが現地子会社における戦略策定レベルの意思決定のみならず業務レペルのそれにも関
与する傾向が強いことを示唆している。
　②　第2調査
　調査対象は，フォーチュン誌『グローバル500CD－ROM版』に収録されている日欧米亜親会社と，
その地域統括本社および現地子会社のべ838社（在欧米327社，在日174社，在亜87社，その他250社）
である。回答者は製品ブラソド管理担当者あるいは広告担当者である（グローバル・ブランドを特定
せず）。有効回答は2003年3月27日現在で38票（回収率4．5％）であり，回答された製品ブランドの
業種別内訳は図表7に示されている。なお集計単位は第1調査と同様にグローバル・ブランドであ
る。
　この調査は大きく「グローバル・ブラソド管理項目」と「グローバル広告項目」に区分される。前
者は第1調査を補完する質問諸項目（ブラソド管理組織による職能諸部門への関与，グローバル・
ブランド管理内容の意思決定における親会社・地域統括本社・現地子会社間の意思決定権限分担，お
よび企業要因・製品／産業要因・環境要因の優先順位（6））が含まれている。また後老ではブラソド管
理組織が職能部門あるいは外部組織に及ぼす影響を検証する一例として，コミュニケーション政策に
おける親会社・地域統括本社・現地子会社間の意思決定権限分担，および企業と広告会社との協働関
係についての質問項目が設定されているω。図表8はグローバル・ブランド管理／グローバル広告項
目における産業類型別／企業国籍別傾向を整理したものである。以下ではまず国際経営項目における
調査結果を示し，次にグローバル・ブラソド管理項目における調査結果を示す。
　まずグローバル・ブラソド管理項目の産業類型間比較においては，3つの質問項目で次のような一
般性・特殊性がみられる。第1にブラソド管理組織による職能諸部門への関与については，両産業
類型でコミュニケーショソ政策に関わる職能部門（広報部門，販促部門）だけでなく国際部門（製品
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図表7　第2調査における回答の業種別内訳（N胃38）
日　　本　　企　　業 欧　　米　　企　　業
産業類型 産　業
親会社 地域統括本社・欧米亜子会社 親会社 地域統括本社・日本子会社
自　動　車 1 2 1 0
耐久消費財産業 電気機械 6 7 0 0
P　　　　C 4 1 1 1
飲　　　料 1 2 0 1
食　　　品 0 0 0 4
日　用　品 1 0 0 0
非耐久消費財産業
衣　　　料 0 0 0 1
航　　　空 0 0 1 1
輸送・通信 0 0 2 0
13 12 5 8
合　　　　計
25（65．8（％） 13（34．2〔ゐ）
単位：グローバル・ブランド
事業部や地域事業部）にも関与する傾向が強い。またその他の職能部門に対しても半数近くは関与し
ていることも示されている。ただし産業類型間の特殊性として，耐久消費財産業のブラソド管理組織
は非耐久消費財産業のそれよりも製品開発部門や営業部門，さらには企業戦略策定に関与する傾向が
強い。このことから，耐久消費財産業では非耐久消費財産業よりもブラソド管理組織により多くの意
志決定権限が付与される傾向があると考えられる。第2に企業要因・製品／産業要因・環境要因の優
先順位についてみると，耐久消費財産業では企業要因を第1位に挙げたのは7製品プランドであ
り，環境要因を第1位としたのは4製品ブランドにすぎない。これに対して非耐久消費財産業では
各要因への回答数にそれほど相違がみられない。このことから，耐久消費財産業ではグローバル・ブ
ランド管理内容における世界標準化意思決定に企業要因がかなりの影響を及ぼしていることが示唆さ
れる。第3に，親会社・地域統括本社・現地子会社間のグローバル・ブラソド管理における意思決
定権限分担についてみると，両産業類型ともに親会社へより多くの意思決定権限が付与される傾向が
みられる一方，耐久消費財産業においては親子間，親会社・地域統括本社間，および地域統括本社・
現地子会社間で共同意思決定をおこなう傾向がある。また非耐久消費財産業では現地子会社により多
くの意思決定権限が委譲される傾向もある。
　また同項目の企業国籍間比較におけるブランド管理組織による職能諸部門への関与については，産
業類型間比較の結果と同様に日本／欧米企業でコミュニケーション政策に関わる職能部門のみならず
国際部門に対する関与が高い傾向がみられる。ただし企業国籍による特殊性として，日本企業のブラ
ンド管理組織は戦略策定レベルから業務レベルまで関与する傾向があるのに対し，欧米企業のそれは
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図表8　第2調査における産業類型／企業国籍別傾向
質問項目類型 質問項目 耐久消費財産業 非酎久消費財産業 日本企業 欧米企業
ブランド管理組 強： 強： 強： 強：
織による職能諸
薄蛯ﾖの関与 企業戦略への関与@　　　　　（14，N雷19）
企業戦略への関与
@　　　　　　（6，N言9）
企業戦略への関与掌
@　　　　　（15，N＝19）
企業戦略への関与傘
@　　　　　　（5，N冒9）
製品開発部門への関与（11） 製品開発部門への関与（5） 製品開発部門への関与零 営業部門への関与率（5）
営業部門への関与（13） 流通部門への関与（6）
（12） 広告部門への関与＊（7）
広告部門への関与（19） 営業部門への関与（6） 営業部門への関与零（14） 販促部門への関与＊（7）
販促部門への関与（17） 広告部門への関与（6） 広告部門への関与零（18） 広報部門への関与＊（8）
広報部門への関与（17） 販促部門への関与（6） 販促部門への関与零（16） 広告制作業務への関与掌
広告制作業務への関与（15） 広報部門への関与（8） 広報部門への関与准（17）
（8）
国際部門への関与（14） 広告制作業務への関与（8） 広告制作業務への関与牢@　　　　　　　　（15）
国際部門への関与＊（7）
弱： 国際部門への関与（8） 国際部門への関与本（15） 弱：
グローバル・ブ
宴¥ド管理項目 R＆D部門への関与（8）
ｶ産部門への関与（8）
ｬ通部門への関与（7）
弱：
q＆D部門への関与（3）
ｶ産部門への関与（4）
弱：
q＆D部門への関与寧（9）
ｶ産部門への関与電（9）
R＆D部門への関与（2）
ｻ品開発部門への関与（4）
ｶ産部門への関与“（3）
ｬ通部門への関与（4）
流通部門への関与＊（9）
グローバル・ブ 親会社主導（10，N＝23） 親会社主導（6，N＝12） 親会社主導＊（10，N＝24） 親会社主導＊（6，N冒11）
ラソド管理にお
ｯる親会社・地 共同意思決定（10） 現地子会社主導（4） 共同意思決定零（9）
域統括本社・現 （親子間，親・地間，地・ （親子間，親・地間，地・
地子会社間の意 子間） 子間）
思決定権限分担
企業要因・製品
^産業要因・環
ｫ要因の優先順
①企業要因（7，N＝14） ほぼ同じ（N＝6） 8鰭懇鈷冨轟要　因零 ほぼ同じ窒（N＝7）
位
コミュニケーシ 現地子会社が意思決定： 現地子会社が意思決定： 現地子会社が意思決定： 親会社が意思決定：
ヨン政策におけ
髏e会社・地域
搖⊥{社・現地
年間広告予算の決定
@　　　　　（10，N＝22）
広告会社の選定（7，N＝14）
＜fィアミックスの決定
年間広告予算の決定索
@　　　　　（10，N＝23）
年間広告予算の決定
@　　　　　　（6，N＝13）
子会社間の意思 広告会社の選定（12） （8） 広告会社の選定零（15） 広告会社の選定＊（7）
決定権限分担 メディアミックスの決定
@　　　　　　　　（12）
L告表現内容の決定（9）
広告表現内容の決定（8）
ﾌ売促進活動の決定（9）
メディアミックスの決定＊
@　　　　　　　　（15）
L告表現内容の決定零（13）
現地子会社が意思決定：
N間広告予算の決定（6）
販売促進活動の決定（12） 親会社が意思決定： 販売促進活動の決定‡（15） 広告会社の選定＊（4）
広告会社の選定（6） メディアミックスの決定＊
（6）
グローバル広告
親子間，親・地間，地・子
ﾔの共同意思決定 広告表現内容の決定‡（6）
項目 年間広告予算の決定（6） 販売促進活動の決定＊（7）
企業と広告会社 企業主導： 広告会社主導： 企業主導： 企業主導：
との協働関係 広告衷現計画（12，N＝21）広告表現開発（9，N＝13） 広告表現計画＊（13，N＝22）広告表現計画（6，N＝13）
メディア計画（6） 共同意思決定： 広告会社主導： 広告会社主導：
広告会社主導： 広告表現計画（7，N＝14） 広告表現開発＊（15） 広告表現開発＊（8，N＝12）
広告表現開発（14） メディア計画（7，N＝12） メディア計画＊（10） 共同意思決定：
メディア計画（8） 共同意思決定： 広告表現計画塞（5，N＝13）
共同意思決定： 広告表現計画零（8） メディア計画幸（5，N＝11）
広告表現計画（8） メディア計画賢8）
メディア計画（6）
（注1）
（注2）
（注3）
（注4）
「親・地間」は親会社・地域統括本社間，「地・子間」は地域統括本社・現地子会社間の略である。
（）は回答数とサソプル数を表わす。傾向の導出は基本的にサンプルの過半数以上を基準としている。例外として回答がいくつかの級に分
散している場合は過半数以下でも傾向としてとらえている。
無効回答による欠測値のため，質問項目によってサソプル数が異なる。
＊は耐久消費財産業あるいは非酎久消費財産業における傾向のうち，日本企業あるいは欧米企業でもあてはまるものを表わす。
主にコミュニケーション政策を中心に関与する傾向が強い。この結果は，第1調査で明らかになっ
た事実，すなわち日本企業が企業行動全般を競争優位源泉と認識し，欧米企業が特定の競争優位源泉
に集中するという点に符合する。
　次にグローバル広告項目の産業類型間比較においては以下2つの一般性・特殊性がみられる。第1
に，コミュニケーション政策における親会社・地域統括本社・現地子会社間の意思決定権限分担につ
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いては，非耐久消費財産業で年間広告予算の決定を親子間，あるいは地域統括本社・現地子会社間で
共同意思決定する傾向があることを除き，両産業類型で現地子会社主導という点でほぼ同じ傾向がみ
られる。第2に，クライアソトとなる企業と広告会社との協働関係について，広告表現／メディア計
画では企業と広告会社が共同意思決定をおこない，また広告表現開発は広告会社主導で意思決定をお
こなう傾向がみられる。ただし耐久消費財産業では企業が広告表現／メディア計画を主導的におこな
う傾向も示されていることから，当該産業ではプラソド管理組織がコミュニケーション政策の計画段
階において広告会社に対し間接的に関与している可能性が高いと考えられる。
　また同項目の企業国籍間比較については，企業と広告会社との協働関係において企業が広告表現計
画を主導し，広告会社が広告表現開発を主導するという一般性がみられるのみで，その他の質問項目
では次のような特殊性のほうが顕著である。すなわち，親会社・地域統括本社・現地子会社間の広告
における意思決定権限分担において，日本企業では現地子会社にほとんどの意思決定権限が委譲され
るのに対し，欧米企業では年間広告予算の決定と広告会社の選定において親会社主導と現地子会社主
導の2つの傾向に分かれるということである。
4．グローバル・ブランド管理の研究課題
　上記2つの定量調査によって，グローバル・ブランド管理における産業類型間／企業国籍間の一般
的傾向が明らかになった。耐久／非耐久消費財産業では価値連鎖のうち製品開発とコミュニケーショ
ソ政策が競争優位源泉と認識されており，グローバル・ブランド管理においても親会社のブランド管
理組織がブランディングやコミュニケーション政策のみならず製品開発の意思決定にも関与する傾向
が強い。たとえば，親会社は管理内容のうち製品ブランドの基本コンセプトやネーム・ロゴ・シソボ
ル，さらには製品の基幹技術やデザイン・形状・色にまで関与している。また日本／欧米企業でもほ
ぼ同様の傾向がみられる。ただし2つの定量調査結果においてより重要なのは，以下に示す産業類
型／企業国籍による特殊性である。
　①ブランド管理組織設置に際して，耐久消費財産業では専門組織を新たに創設する傾向があるの
　　　に対し，非耐久消費財産業では既存部門を援用する傾向がある（第1調査）。
　②耐久消費財産業では，親会社がグローバル・ブラソド管理内容のうちブランド・ポジショニン
　　　グや製品を構成する部品や成分についての意思決定にも関与する傾向がある（第1調査）。
　③耐久消費財産業では，ブランド管理組織がコミュニケーショソ部門（広告・販促・広報部門）
　　　のみならずR＆D部門や生産部門，流通部門にも関与する場合がある（第2調査）。
　④　日本企業では価値連鎖上の企業行動全般を競争優位源泉として認識している（第1調査）。そ
　　　のため日本企業のブランド管理組織は欧米企業のそれよりも多くの職能部門に関与する傾向が
　　　強い（第2調査）。
　このように，グローバル・プラソド管理の実態は産業類型／企業国籍によっていくつかの共通部分
があるものの，多くの部分で異なる形態・内容を有している。既存研究ではあらゆる消費財産業に通
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底する一般理論としての製品ブランド管理論／グローバル・ブラソド管理論が展開されてきたが，産
業特性や企業国籍によって特殊なグローバル・ブラソド管理の形態や内容があるとみなければならな
い。したがって，これらの実態を説明するためにはグローバル・プランド管理の分析方法について再
検討する必要があると考えられる。
　2つの定量調査で明らかになったように，グローバル・ブラソド管理の主体は企業のなかでもとり
わけブランド管理組織となりつつある。ブラソド管理組織は自社の職能諸部門に対して直接的に関与
するばかりではなく，外部組織に対しても間接的に関与する傾向がみられる。既存研究ではブランド
管理組織による製品ブランド管理の内容やプロセスについて検討されてこなかったが，今後はコミュ
ニケーション管理と同様に供給管理や流通管理，製品開発管理なども考慮に入れるのが妥当である。
また第2調査ではコミュニケーション部門と広告会社との協働を一例として，管理主体となる企業
と外部組織との企業間関係におけるブランド管理組織の影響を考察したが，さらにR＆D・製品開
発・生産部門と供給企業との協働，流通部門と流通企業との協働におけるブランド管理組織の関与に
ついても明らかにしていく必要がある。
　さらに前述の図表4で示したように，グローバル・ブラソド管理は企業内／企業間視角および国内
／国際視角から，①親会社内の職能諸部門に対するグローバル・ブランド管理，②親会社・地域統括
本社・現地子会社間におけるグローバル・ブランド管理，③国内の外部組織に対するグローバル・ブ
ラソド管理，および④国外の外部組織に対するグローバル・ブランド管理の4類型に整理すること
ができる。そして各類型では個別の分析方法をとる必要があると考えられる。以下では企業内におけ
るグローバル・ブランド管理について①②を説明し，次に企業間におけるそれについて③④を説明す
る。
　まず①で検討すべき課題は，親会社のブラソド管理組織がその職能諸部門に及ぼす影響を明らかに
することである。第1調査で耐久／非耐久消費財産業のブランド管理体制が異なる傾向が示されたよ
うに，産業類型によってブラソド管理組織の形態は異なり，またそれによって職能諸部門との関係も
異なると考えられる。したがって，ある産業における個別企業の事例を蓄積し，プランド管理組織に
よる企業内でのグローバル・ブランド管理の特徴を明らかにすることがもっとも基本的な研究課題で
あると思われる。
　次に②では，①の研究成果に国際視角を加え，親会社・地域統括本社・現地子会社間でおこなわれ
るグローバル・プランド管理の詳細（主に意思決定の権限分担とその内容）を明らかにすることが課
題となる。とくに親子間におけるグローバル・ブラソド管理の一般性の導出においては，親会社のブ
ランド管理組織が現地子会社の職能諸部門に及ぼす影響を検証する必要があると考えられる。
　また③では，①の研究成果に企業間視角を加え，親会社の職能諸部門と国内の外部組織との関係に
対しブランド管理組織がいかに関与するかを明らかにすることが課題となる。その際には国内マーケ
ティング構造を考慮した分析が求められる。たとえば日本における日本企業のグローバル・ブランド
管理を検討する場合，国内の特殊なロジスティクス構造（たとえば流通多段階制）や広告制作慣行を
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考慮し，それらに規定される職能諸部門と外部組織との関係にブラソド管理組織がいかに介在するか
を検証することが重要であろう。
　最後に④では，②の研究成果に企業間視角を加味し，現地子会社の職能諸部門と当該国の外部組織
との関係における親会社あるいは地域統括本社のブランド管理組織の関与を明らかにすることが課題
である。産業類型／企業国籍によって異なるブラソド管理組織およびグローバル・ブラソド管理内容
の特徴と各国で特殊なマーケティング構造を考慮し，ある産業における親会社のプランド管理組織が
その現地子会社と当該国の外部組織との関係に対していかに関与するのかを明らかにする必要がある
と考えられる。
　以上のように，グローバル・ブラソド管理論では上記の4類型に整理し，それぞれ固有の研究課
題に対して個別企業の実証研究をおこなう必要がある。それらは既存研究の蓄積がほとんどない分野
であり，グローバル・ブランド管理論における当面の課題であると思われる。またさらなる研究課題
としては，ある産業内における一般性の導出（同一産業内・企業間比較）や同一産業類型内における
他産業との一般性の導出（同一産業類型内・産業間比較），異なる産業類型間における一般性の導出
（産業類型間比較）も残されている。
5．　おわりに
　本稿ではグローバル・ブランド管理に関する2つの定量調査に基づき，グローバル・ブラソド管
理の4類型それぞれの研究課題を提示した。主にブランド管理組織が職能諸部門に及ぼす影響，グ
ローバル・ブランド管理内容に関する親会社・地域統括本社・現地子会社間の意思決定権限分担，お
よびコミュニケーション部門と広告会社との協働におけるブランド管理組織の関与について定量的に
検討してきたが，今後はグローバル・ブラソド管理の各類型における個別の研究課題を定性的に検討
していく必要がある。
　ただし本稿で用いた2つの定量調査は母集団が少ないという点で限界を有する。上述の定量調査
結果はあくまで産業類型／企業国籍によるグローバル・ブラソド管理の傾向を示しているにすぎず，
それらがすべての企業に必ずしもあてはまるわけではない。しかしながらグローバル・ブラソド管理
の実態調査が極めてまれであることを考慮すると，本稿の分析には一定の意義があると思われる。
　またグローバル・ブランド管理体制についても再検討が必要である。第1調査では同一の産業類
型／企業国籍でブランド管理組織を導入する場合と既存部門で対応する場合がみられた。一言でブラ
ソド管理組織といっても，ブラソド管理組織が計画・評価を担い既存部門が実行を担う形態もあれ
ば，既存部門が一連の管理プロセスを一手に担う形態もあると考えられよう。今後はこのようなグ
ローバル・プラソド管理におけるブランド管理組織と職能部門間の機能分担についても実証的に明ら
かにしていく必要があろう。
本稿は平成14年度吉田秀雄記念事業財団助成研究に基づく成果の一部である。
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［注］
（1）井上（2002）は製品ブラソド管理客体としてのチャネル構成員，すなわち供給企業や流通企業を包含した分析
　枠組を提示している。製品ブランドの出自は最終消費老の抱く観念よりも製品自体にあり，当該製品を構成す
　る部品や成分の供給企業，および当該製品を再販売する流通企業に対する製造企業の首尾一貫した行動が製品
　ブランドの維持・増進による売上高極大化に決定的な影響を及ぼすとしている。このような製造企業とチャネ
　ル構成員との関係を考慮した既存研究では，製造企業と流通企業との関係についてのみ若干言及されてきた
　（Aaker　1991，　Tanaka　1993，　hocker，　Srivastava，　and　Ruekert　1994，　Hutton　1997，　Webster，　Jr．2000，陶山
　1994，尾崎1994）。しかしその内容についての内在的研究はごくわずかである。
②グローバル・ブランド管理が認知される以前から，「国境を越える」製品ブランド管理については欧州市場を
　中心に検討されている（Barwise　1993，　Shocker，　Srivastava，　and　Ruekert　1994）。ただしこれらの研究では，親
　会社と現地子会社における製品ブランド管理意思決定権限の分担や国際的な製品ブラソド管理プロセスについ
　て検討されているわけではない。グローバル・ブランド管理論はこれらの先駆的研究を補完するかたちで台頭
　してきたといえよう。
〔3）パールミュッター（Perlmutter　1969）によると，海外市場よりも国内市場に経営資源を集中し企業戦略を立案・
　実行するエスノセントリック（ethnocentric），親会社の企業戦略と同一の戦略を各現地子会社でも実行するポ
　リセソトリック（polycentric），各海外市場に適切な戦略を各国で独自に立案・実行させるリジオセントリック
　（reg重ocentric），そして各海外市場の特殊性を考慮しながらもグローバルで共通化された企業戦略を立案・実行
　するジオセソトリック（geocentric）という4つのポリシーに応じて親子関係が決定される。
（4）ストップフォード／ウェルズ（Stopford　and　Wells　1972）は，多国籍企業の国際化にともなってその組織構造が
　海外事業部制から製品事業部制あるいは地域事業部制，さらには製品事業部と地域事業部とを組み合わせたグ
　ローバル・マトリックス組織へと移行し，それにより意思決定権限が現地子会社から親会社へ集約化されると
　述べている。海外事業部制から製品事業部制，地域事業部制あるいはマトリックス組織へと移行する理由とし
　て，国内外の事業を統一的に捉える経営戦略の立案および統制制度が追究されるにともない，海外事業部の独
　立が大きな制約となることが挙げられる。また海外事業における製品多角化度および海外売上高比率の高低に
　ともなって，前者が高く後者が低い場合は製品事業部制，前者が低く後者が高い場合は地域事業部制，どちら
　も高い場合はグローバル・マトリックス組織が選択されるとしている。
（5）環境要因重視の分析枠組に対しては異論も唱えられている。なぜなら，外部環境が異質であっても標準化が行
　われる場合があるためである。たとえばソレソソソ／ヴィーチマン（Sorenson　and　Wiechmann　1975）は，環境
　要因の同質性と標準化の関係に関して次のような実証研究をおこなっている。環境要因は，①最終消費者の選
　好，②製品使用パターン，③製品ライフサイクル段階，④小売機構，⑤メディア普及度，⑥販売に関する法規
　制，⑦市場占拠率，⑧競争の性格（現地企業との競争か多国籍企業同士の競争か）の8つが選定され，その結
　果，①②⑥の同質性が標準化程度に大きく影響を与えていることが明らかになった。しかし，③と⑤に関して
　はそれらが同質であれ異質であれ標準化程度が高いことも明らかになった。つまり，環境要因のみが標準化を
　決定するわけではないことを示唆している。
（6）「企業要因・製品／産業要因・環境要因の優先順位」項目では無効回答が多く，他のそれと比べてサンプル数が
　極端に少ない（耐久消費財産業14，非耐久消費財産業6，日本企業13，欧米企業7）。しかしながら産業類型／
　企業国籍によるグローバル・ブランド管理の1傾向を導出し得ると判断し用いることとした。
⑦第2調査でも第1調査と同様に産業類型別／企業国籍別の分類方法を用いているが，第1調査とは異なり親会
　社，地域統括本社，および現地子会社を混在させて集計している。その根拠として次の2点が挙げられる。第
　1に親会社・地域統括会社・現地子会社間において同一製品ブラソドに対する回答がないため，第2に意思決
　定をおこなう側，あるいは受ける側のいずれか一方から回答を得られればグローバル・ブラソド管理の実態を
　客観的に把握することができると判断したためである。
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